


















































































































【Reference Review 64-6 号の研究動向・全分野から】
エビデンス（Evidence）と経験（Experience）の融合に基づいた政策形成：
真の地方創生へ向けて
経済学部准教授 栗田 匡相
筆者は、産業研究所の共同研究プロジェクト「エ
ビデンスと実践で紡ぐ関西の地域創生戦略」のプ
ロジェクトリーダーとして様々な地方の課題解決
に向けた研究を進めている。取り組んでいる課題
は、障がい者や外国人、高齢者と共に生きる共生
社会構築の制度設計や、地方中小企業の経営戦略
の改善、アクティブ・ラーニングを通じた中学生
の学習意欲の向上、インバウンド需要と商品開発
を通じたまち作り戦略の制度設計、環境教育を通
じた都市のブランディング、など多岐にわたる。
これらは単なる研究ではなく、自治体や企業との
共同研究というスタイルをとっており、実践活動
を通じて収集した生データを用いて、定量的・統
計的な分析を行い、それらの成果をまとめて戦略
を練るという昨今流行のエビデンスベースの研
究・実践プログラムとなっている。これらプロジェ
クトのおかげで、筆者は多様な産業、地域の人々
とお目にかかる機会が格段に増え、象牙の塔に閉
じこもっていては見えなかった景色を沢山見させ
ていただいた。そしてそのふれあいから見えてく
る地方の景色とは当たり前のことだが多様であっ
た。
伊藤（2019）では地域復興の担い手となる主体
形成において、これまで地方自治体から「予算を
まわしてもらう存在」として画一的に位置づけら
れることが多かった地方企業の多様な在り方を北
海道、新潟、愛媛、和歌山などでのインタビュー
調査から紹介している。地方の中小企業といえ
ども、営利的・企業的な側面を重視しつつ社会活
動を行っている企業から、労働統合型社会的企業
とも呼ばれる社会福祉政策的側面の強い企業まで
多様であるが、比較的共通していた点は、過度に
行政へ依存することなく、自らの力で商品開発や
販路開拓を行っていた点であり、業種を問わずバ
ランス感覚と開発力に長けた企業が地域復興の担
い手として活躍している事実が浮かび上がってく
る。
こうした企業を巻き込んで、東京一極集中の打
開と日本全体の活力を上げたい地方創生の取り組
みは 2020年度より第 2期に入る。4つある主目標
